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要 旨
高齢肺癌手術患者について，術前後の最高酸素摂取量の実態を調査した．対象は原発性肺癌患者４名（平均
67歳）である．これらの患者に対し，術前および術後に心肺運動負荷試験を実施した．そして，術後平均30ヵ
月に身体活動能力指数（$e
affc
）を用い退院後の身体活動状況を調査した．e
%&は術前平
均21.3から術後平均14.6/	/と全症例において術後低下しており，２症例においては12/	/
を下回っていた．退院後の$e
affc
は，Ⅱが２症例，Ⅲが２症例であり，Ⅲに分
類された症例は，e
%&が術後12/	/を下回っていた．高齢肺癌術後患者の退院時最高酸素摂取量
は日常生活自立の上でも不十分なレベルにあり，最高酸素摂取量が低値の症例では，退院後長期間を経過した
後も運動耐容能は改善していなかった．以上のことから，退院時運動耐容能の低い患者では，退院後も有酸素
作業能力の維持改善を目的とした，運動療法継続の必要性が示唆された．
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〈はじめに〉
日常生活の自立のためには最低限の有酸素作業能
力が必要であり，有酸素作業能力が一定量以下に低
下した場合，同一労作における息切れを増悪させ，
日常生活活動範囲が制限されやすくなる．労作中の
息切れ感の増悪は，さらに運動を回避する傾向を強
め，廃用症候群の悪循環を形成し，患者のや
を制限することが知られている．肺癌術後患者には，
肺切除による換気予備能の低下，術後の廃用性変化，
手術侵襲による循環血液量の低下などが生じ，これ
によって有酸素作業能力の低下を生じる．近年，肺
癌手術は高齢者にまでその適応範囲を拡大しており，
病前の運動耐容能が低い高齢者の場合，有酸素作業
能力の低下が日常生活活動の制限要因になりうるも
のと推測される．
一方，入院期間の短縮が進められている現在，入
院中の理学療法は術後の肺合併症の予防と早期離床
に重点がおかれ，回復期における持久的トレーニン
グの必要性については十分な検討がなされていない．
そこで今回，回復期における持久的トレーニングの
必要性を検討する基礎的データを得るため，理学療
法士（	
）が術前後で介入した高齢肺癌手術患者４
例について，術前後の最高酸素摂取量の実態を調査
した．
〈対象と方法〉
対象は，当院にて肺切除術が施行された原発性肺
癌患者４名である（表１）．術前は，いずれの患者も
屋外歩行が可能では自立していた．症例Ｂにお
いて喘息，症例Ｄにおいて重度の肺気腫を合併して
いたが，運動器疾患の合併はなかった．
これらの患者に対し，術前および術後に心肺運動
負荷試験を実施した（図１）．心肺運動負荷試験には
自転車エルゴメーター（232Ｃミナト医科学社製），
呼気ガス分析装置（a280bミナト医科学社製）を
用い，50cdeにて３分間のウォーミングアップの後，
１分間に10f ずつ負荷を漸増させるced負荷にて
実施した．運動負荷試験は症候限界性で実施し，患
者の下肢疲労，息切れによって終了した．なお，今
回の運動負荷試験中，不良な心血管反応の出現によっ
て運動負荷試験を終了した症例はなかった．得られ
たパラメーターのうち，最高酸素摂取量（d），
最高心拍数（d），最高ガス交換比（d），
最高呼吸数（d）を検討項目として採用した．
また同時期に施行された安静時呼吸機能検査から，
一秒量，肺活量（）を検討項目として採用した．
ついで，退院後の身体活動状況を調査するため，
身体活動能力指数（bd）を用い，
外来受診時に理学療法士が直接聴取した．bd
は，臨床症状から運動耐容能を推測す
る評価法であり，Ⅰは７
以上，Ⅱは
５
以上～７
未満，Ⅲは２
以
上５
未満，Ⅳは２
未満に相当する．
表１ 対象者内訳
症例 性別
年齢
（歳）
身長
（㎝）
体重
（㎏）
手術方法
Ａ
Ｂ
Ｃ
Ｄ
男
男
女
男
72
68
58
73
163
158
149
160
63
52
48
40
左中下肺葉切除
右下肺葉部分切除
左下肺葉部分切除
右下肺葉部分切除 図１ 心肺運動負荷試験場面
－ －
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術後の肺機能検査，心肺運動負荷試験は術後平均
19日（16～28日）で，	
	abは術後
平均30ヶ月（28～33ヶ月）の時点で評価された．
以上の方法によって得られたデータから，cdef
の実態とその規定要因，退院後の運動耐容能につい
て検討を加えた．
術前の理学療法としては，患者に排痰方法や早期
離床の重要性を明示した教育パンフレットを提示す
ると共に，口すぼめ呼吸，排痰法を実際に指導した．
術後は，患者が帰室後，が病室にて呼吸法，排痰
法の実施を確認した．術後平均14.5日（12～17日）
の時点からは，積極的な運動療法と日常生活指導を
運動療法室にて退院まで実施した．
〈結果〉
１．術前後での肺機能の変化（表２）
症例Ａ，Ｂ，Ｃについては術後，dおよび一秒量
の減少を認めたが，症例Ｄではdおよび一秒量の増
加を認めた．
２．術前後における心肺運動負荷試験結果（表２）
cd

efは，全症例において術後低下しており，
症例Ａ，Ｄのcdefは12b/c/を下回っ
ていた．
c，cを見た場合，症例Ａでは術後
低下傾向にあったが，その他の症例では，大きな変
化は無かった．cは症例Ｄ以外，術後低下し
ていた．
３．Specific activity scale の結果（表３）
症状出現最小aは，症例Ａ：２～３，Ｂ：５～
６，Ｃ：５～６，Ｄ：３～４aであり，baaは
症例ＡおよびＤはⅢ，症例ＢおよびＣはⅡに分類さ
れた．
〈考察〉
肺癌手術前後において心肺運動負荷試験を実施し，
肺癌術後患者の有酸素作業能力の実態とそれに影響
を及ぼす要因について検討した．
術前cdefは，肺気腫を合併していた症例Ｄを
除き，一般健常高齢者の平均値に近似していた．術
後のcdefは，症例Ａから順に，それぞれ術前の
45.2％，90.1％，60.2％，72.8％であり，症例Ｂを
除き，肺手術を契機として顕著な運動耐容能の低下
が生じていた．日常生活活動の自立に必要な最低限
の酸素摂取量は12～14b/c/といわれており，
また最近の研究では，cdefが21b/c/を
下回った場合，日常生活活動範囲が制限されはじめ
ることが報告されている．今回，症例Ａ，Ｄでは術
後のcdefは12b/c/以下であり，症例Ｃ
についても低値であった．以上のことは，高齢肺癌
術後患者の退院時有酸素作業能力が日常生活自立の
上でも不十分なレベルにあることを示しており，運
動のb		としてcdefの低下に留意す
べきと考えられた．
退院時cdefが，術後約30ヵ月の運動耐容能に
与える影響を見た場合，退院時cdefが低値であっ
た症例Ａ，ＤのbaaはⅢ，症例Ｂ，ＣのbaaはⅡ
であり，退院時運動耐容能が低値であった症例で運
表２ 術前後における呼吸機能と心肺運動負荷試験の結果
症例Ａ 症例Ｂ 症例Ｃ 症例Ｄ
呼
吸
機
能
検
査
d
（Ｌ）
術前
術後
3.04
1.34
2.96
2.46
2.43
1.71
1.97
2.22
％d
（％）
術前
術後
95.7
42.1
93.6
77.9
102.2
72.0
64.2
71.3
一秒量
（Ｌ）
術前
術後
1.70
1.01
0.98
0.94
1.85
1.33
0.67
1.08
一秒率
（％）
術前
術後
58.6
75.9
43.9
35.3
83.0
85.3
46.5
51.4
心
肺
運
動
負
荷
試
験
cd

ef
（b／c／）
術前
術後
19.9
9.0
26.5
23.9
23.9
14.4
15.1
11.0
c
（／）
術前
術後
121
85
153
149
131
123
135
131
c
術前
術後
1.13
1.05
1.41
1.33
1.11
1.04
1.13
1.32
c
（	／）
術前
術後
31
28
35
28
50
29
29
31
表３ Specific activity scale の結果
術後経過
日数（月） baa
症状出現
最小a
症例Ａ
症例Ｂ
症例Ｃ
症例Ｄ
33
31
30
28
Ⅲ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅲ
２～３
５～６
５～６
３～４
－ －
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動耐容能は低く制限されていた．症例Ａ，Ｄは「自
分で布団を敷く」，「健康な人と同じ速度で平地を100～
200歩く」などの項目でもつらいと答えており，両
者が日常生活において容易に息切れや疲労感を生じ
ていることが明らかであった．息切れなどの症状の
出現は，運動回避を招き，廃用症候群の悪循環を形
成することが知られている．したがって，運動耐容
能の低い患者では，特にその後の運動耐容能の回復
に善処する必要があるものと考えられた．


	低下の原因については，術後呼吸機能低
下や手術侵襲，術後廃用症候群などが考えられる．
この他，術後疼痛や創部に対する不安から努力不足
で負荷試験を終了することなどもありえるであろう．
術後呼吸機能については，３症例で低下が認められ，
運動負荷試験中の呼吸数は術前値を下回っていた．
術後肺切除によって一秒量が低下すれば呼吸数の増
加によって代償されることが考えられたが，３症例
は換気予備能を余らせた状態で負荷試験を終了して
いた．また症例Ｄでは呼吸機能が改善しているにも
かかわらず，	は低下していた．以上のこと
から，呼吸機能低下が運動の
abcdeafとなっ
た可能性は低いものと考えられた．但し，今回の４
例は１例を除きいずれも肺部分切除であり，全摘除
術など重度の拘束性換気障害を有する症例について
は，換気予備能の低下が運動の
abcdeafとな
る可能性は残されている．よって，この点について
は今後の検討が必要であろう．手術侵襲についてみ
た場合，４症例中３例は侵襲の小さい肺の部分摘出
術であった．それにもかかわらず，３例中２例には


	の顕著な低下を認めた．このことから，手
術侵襲の小さい症例においても酸素摂取量の低下に
は留意する必要があると考えられた．運動負荷不足
については，症例Ａにおいて，術後の負荷試験の
が1.10を下回り，さらにも顕著に低下
していた．したがって，負荷不足によるの
低下が	の低下を増幅している可能性は否定
できない．しかし，その他の症例ではに大
きな変化は無く，術後	が低下した背景は
以外，すなわち心拍出量や動静脈酸素較差の低
下に起因したことが予測される．臥床によって動静
脈酸素較差の低下がないとすれば，１回拍出量
の低下が	低下の要素であり，したがって廃
用症候群や手術侵襲に伴う循環血液量の低下が


	低下の原因として有力なものと推察された．後
者について介入することはできないが，廃用性変化
は早期離床と運動療法によって予防・改善できる要
素であり，この点から肺癌術後患者についても，術
後運動耐容能の回復が十分でない患者については退
院後運動療法の継続が必要なものと考えられた．
最後に，本研究は症例数が４例であり，また肺部
分切除例が多かった．このため肺葉切除，全摘除術
患者においても同様の結果が得られるか否かは明ら
かではない．よって，多数例による今後の調査継続
が必要である．
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